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Ⅰ 理事長のメッセージ  

  北九州市立大学は、「時代を切り拓く知を創造し、人間性豊かで有能な人材を育成することに

よって、地域の産業、文化及び社会の発展並びにアジアをはじめとする国際社会の発展に貢献す

る」ことを建学の精神とし、2026 年に創立 80 周年を迎えます。長い歴史の中で、5 学部・1 学

群、大学院 4研究科を有する文理総合大学へと発展してきました。 

2024年度は、柳井新学長のもとで「第 4期中期計画」の実施を進めながら、特にデータサイエ

ンス教育の強化に力を入れて取り組んできました。「（仮称）情報イノベーション学部」開設のた

めに、市内企業等との連携を図りながら、国内外から優秀な学生や研究者の確保に努め、地域の

みならず、国際社会など多方面で活躍する人材を数多く育成・輩出しています。 

これからも、本学が掲げる 4つのビジョン「地域と歩む」「環境を育む」「世界（地球）とつな

がる」「情報で創る」を明確にしながら、少子化の進展による厳しい大学間競争の中にあっても、

学生、保護者、企業、市民等から選ばれる大学として、一層発展していけるよう努めてまいりま

す。 

 

Ⅱ 基本情報 

１ 理事長の理念や運営上の方針・戦略等及びそれを達成するための計画等 

 （１） 法人の目的、業務内容、位置付け及び役割 

   ① 目的 

 公立大学法人北九州市立大学は、産業技術の蓄積、アジアとの交流の歴史及び環境問題

への取組といった北九州地域の特性を活かし、豊かな未来に向けた開拓精神に溢れる人材

の育成及び地域に立脚した高度で国際的な学術研究拠点の形成を図り、もって地域の産業、

文化及び社会の発展並びに魅力の創出に寄与するとともに、アジアをはじめとする世界の

人類及び社会の発展に貢献することを目的とする。 

② 業務の内容  

    ・大学を設置し、これを運営すること。 

    ・学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

    ・法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の

者との連携による教育研究活動を行うこと。 

    ・地域の生涯学習の充実に資する多様な学習機会を提供すること。 

    ・地域社会及び国際社会において、大学における教育研究の成果を普及し、及びその活用

を促進すること。 

    ・上記の業務に付帯する業務を行うこと。 

 

（２） 中期目標（第 4 期） 

     北九州市が定めた中期目標（2023 年 4 月から 2029 年 3 月までの 6 年間）においては、

次のような方向性と「教育」「研究」「地域（社会）貢献」「管理運営等」に関する目標が示

されている。 

     ○ 北九州市は、北九州市立大学が知の拠点として、北九州市が目指すまちづくりに資

することを求める。 

○ 人々の生活や企業活動の変革に大きく寄与するデジタル・トランスフォーメーショ

ン（DX）を担う人材や起業家精神（アントレプレナーシップ）と論理的思考力を備え

たまちを支える人材を輩出し、これら人材の市内への定着を図るとともに、大学発の
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優れた技術の実用化等により新産業の創出に資する等の地域への貢献を期待する。  

○ 北九州市への愛着や誇り（シビックプライド）を胸に、社会で活躍する人材を育成

することを期待する。 

     ○ 北九州市立大学が、他大学等と連携し、及び協力して北九州市の目指すまちづくり

の実現に資すること等を通じて、学生、保護者、企業、市民等の大学関係者（ステー

クホルダー）に価値ある大学として選ばれ、更に発展していくことを期待する。 

 

     ※ 詳細はウェブサイトのとおり 

 https://www.kitakyu-u.ac.jp/uploads/chuukimokuhyou5-10_4.pdf 

 

（３） 中期計画及び年度計画 

＜中期計画＞（2023 年 4月から 2029 年 3月までの 6年間） 

 以下の 4分野において、中期目標を達成するための取組を定め、年度計画において具体的

に実施していく。 

〇 教育 

    ・ 学修者本位の教育の推進 

教育アセスメントの実施 e ポートフォリオの構築、各学部等における特色ある教

育の実施、アクティブラーニング等教育方法の改善 

・ 地域や社会の未来を担う人材の育成 

（仮）数理・データサイエンス・AI教育プログラム及び（仮）次世代チャレンジプ

ログラムの開設、環境 ESD プログラムの再整備、博士前期課程等学生研究者の育成、

大学院の適切な定員管理 

    ・ 国際化の推進 

 留学等の充実、グローバルに活躍する人材の育成、キャンパス内外での国際交流活

動の実施 

    ・ 学生支援の充実 

       UPI の実施、早期支援システムによる学生支援、就職支援の充実 

    ・ 入試制度の見直し及び広報の充実 

       主要公立大学の平均志願倍率以上の志願者の確保、高大接続の推進 

   〇 研究 

    ・ 地域課題の解決や社会の要請に応える研究の推進 

再生可能エネルギー技術等の研究の推進、カーボンニュートラルに関する研究の推

進、国内外の大学・研究機関や地元企業との共同研究推進、地域企業との連携推進 

    ・ 研究成果の還元及び優れた研究等への支援 

社会実装に向けた研究の推進、科学研究費の獲得等優れた研究への支援 

 〇 地域（社会）貢献 

    ・ シンクタンク機能の強化 

地域戦略研究所等の見直し、ひびきのキャンパス学生のオフキャンパス活動支援 

    ・ SDGs 未来都市への貢献 

・ リカレント教育の推進 

・ 地元就職率の向上（毎年度 20％以上）及びシビックプライドの醸成 

・ 大学間連携の推進 
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   〇 管理運営等 

    ・ 業務運営の改善及び効率化 

ガバナンス体制の確立、大学広報の充実、事務職員の能力向上、施設・設備の整備、

省エネキャンパスの実現、DX等の推進、情報セキュリティ体制の確保 

・ 財務内容の改善 

財務基盤の確立、外部資金の獲得 

・ 自己点検・評価、情報提供、その他業務運営 

内部質保証の推進、大学の魅力等の情報発信、危機管理体制の強化、研究不正の防

止、SDの充実、教員の多様性の向上 

※ 詳細はウェブサイトのとおり 

https://www.kitakyu-u.ac.jp/uploads/chuukikeikaku5-10_4.pdf 

 

＜2024年度計画＞ 

中期計画を着実に達成していくために、教育・研究・地域（社会）貢献・管理運営等につい

て、計 45項目の取組を定めている。 

※ 詳細はウェブサイトのとおり 

 https://www.kitakyu-u.ac.jp/uploads/61ec9e30d11e36cf3cdf49333cf4a17a_1.pdf 

 

２ 沿革  

   本学は、外国語教育の振興と国際人の養成を目指して、戦後間もない 1946 年７月に「市立

小倉外事専門学校」として設立された。1950 年に「北九州外国語大学」へ昇格し、1953 年に

は、それまでの外国語学部のみの単科大学に「商学部」を開設し、「北九州大学」と改称した。 

   その後、1966 年に「文学部」、1973 年に「法学部」を開設するとともに、1981 年から 2000

年の間に大学院「経営学研究科」、「外国語学研究科」、「法学研究科」、「経済学研究科」、「人間

文化研究科」の 5研究科を相次いで開設し、4 学部 5 研究科からなる文科系総合大学として発

展してきた。 

   2001年には北九州学術研究都市に本学では初の理工系学部である「国際環境工学部」を開設

するとともに、「北九州市立大学」へと改称し、2002 年には「社会システム研究科（博士後期

課程）」、2003 年には「国際環境工学研究科（博士前期課程・後期課程）」を設置した。 

2005年に公立大学法人へと移行し、2006 年「基盤教育センター」、2007年専門職大学院「マ

ネジメント研究科」、2008 年「社会システム研究科（博士前期課程）」を開設、さらに 2009 年

には社会人等の多様な学びのニーズに対応する「地域創生学群」、2010 年には学生の地域貢献

活動を支援する「地域共生教育センター」を開設した。 

現在は、5学部・1学群、4研究科を擁する総合大学となっている。 

 

３ 設立に係る根拠法  

   地方独立行政法人法 

 

４ 設立団体  

   北九州市 
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５ 組織図（2024年 4月 1日現在）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 事務所（従たる事務所を含む。）の所在地  

北方キャンパス （北九州市小倉南区北方四丁目 2番 1号） 

外国語学部・経済学部・文学部・法学部・地域創生学群・法学研究科・社会システム研究

科・マネジメント研究科・地域戦略研究所・国際教育交流センター・図書館・基盤教育セ

ンター・入試センター・キャリアセンター・地域貢献室・地域共生教育センター・情報総

合センター・中華ビジネス研究センター・広報センター 

ひびきのキャンパス （北九州市若松区ひびきの 1番 1号） 

国際環境工学部・国際環境工学研究科・環境技術研究所 

 

７ 資本金の額（前事業年度からの増減を含む。）  

    18,300,200,000 円（全額北九州市出資） 

 

８ 学生の状況  

    総学生数           6,763 名 

    学 部            6,197 名 

    大学院             566 名 

     修士課程・博士前期課程    341 名 

     博士後期課程         184 名 

     専門職学位課程         41 名 
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９ 教職員の状況  

     教員  615名 （うち常勤 261名、 非常勤 354 名） 

     職員  274名 （うち常勤 211名、 非常勤  63名） 

     合計  889名  

    常勤教職員数は、前年度比で 11名（2.39％）増加、平均年齢は 48.1 歳（前年度 47.9 歳） 

常勤職員のうち北九州市からの派遣者 12人、民間からの出向者 1人 

 

10 ガバナンスの状況  

  （１） 役員の職務及び権限 

      法人に、役員として、理事長 1人、副理事長１人、理事 5人以内及び監事 2人以内を

置くこととしている。  

・ 理事長は、法人を代表し、その業務を総理する。  

・ 副理事長は、法人を代表し、理事長を補佐して法人の業務を掌理する。  

・ 理事は、理事長及び副理事長を補佐して法人の業務を掌理する。  

・ 監事は、法人の業務を監査する。監事は、監査の結果に基づき、必要があると認める 

ときは、理事長又は市長に意見を提出することができる。  

   

（２） 役員の任命 

・ 理事長及び監事は、市長が任命する。  

    ・ 学長選考会議の選考に基づき、理事 

長が任命した学長は、副理事長となる。 

・ 理事は、理事長が任命する。法人の 

事務局長は、理事となる。理事の任命 

には、学外者が含まれるようにしなけ 

ればならない。 

  

（３） 役員会の状況  

法人に役員会を置き、理事長、副理 

事長及び理事をもって構成する。 

中期目標について市長に対し述べる意見や市長の認可・承認が必要な事項、大学・学

部等の重要な組織の設置・廃止等定款第 17 条に定める重要事項は、役員会の議を経るこ

ととしており、2024年度は、９回開催した。 

      役員会の運営等については、定款第 16 条参照。 

 

（４） 経営審議会の状況  

理事長、副理事長、理事、学外者（5人以上で理事長が任命）の 15 人以内の委員で構

成する。 

中期目標について市長に対し述べる意見や市長の認可・承認が必要な事項のうち法人

の経営に関するもの、大学・学部等の重要な組織の設置・廃止、予算・決算に関する事

項等定款第 20条に定める法人の経営に関する重要事項を審議することとしており、2024

年度は、３回開催した。 

経営審議会の運営等については、定款第 19 条参照。 

○理事長

○副理事長（学長）

○理事  ５人以内

　・事務局長

　・副学長

　・学外者

○理事長 ○学長

○副理事長（学長） ○副学長

○理事 ○事務局長

○学外委員　５人以上 ○重要な組織の長

○学長が指名する職員

○学外委員

１５人以内 ２０人以内

監事　２人以内

役員会

教育研究審議会経営審議会
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（５） 教育研究審議会の状況  

学長、副学長、事務局長、学長が定める教育研究上の重要な組織の長、職員（同審議

会が定めるところにより学長が指名）、学外者（同審議会の意見を聴いて学長が指名）の

20人以内の委員で構成する。 

中期目標について市長に対し述べる意見や市長の認可・承認が必要な事項のうち大学

の教育研究に関するもの、教育課程の編成方針、学生の修学等の支援に必要な助言等、

教員の人事・評価等定款第 23 条に定める大学の教育研究に関する重要事項を審議する

こととしており、2024年度は、22 回開催した。 

    教育研究審議会の運営等については、定款第 22 条参照。 

 

  （６） 内部統制システムの整備状況及び運用に関する情報 

    ・ 内部統制システムについては、業務の有効性及び効率性の向上、事業活動に関わる法 

令等の遵守の促進、資産の保全並びに財務報告等の信頼性を確保することを目的に整備

している。 

・ 内部統制最高管理責任者（理事長）、内部統制統括管理責任者（学長）、内部統制推進 

管理責任者（理事及び副学長）、内部統制推進責任者（各組織の所属長）を置く。 

・ 内部統制上の問題を発見、又は報告を受けたとき、内部統制推進管理責任者は、必要

な措置を講じ、重大な問題と認めるときは、内部統制統括管理責任者を通じて内部統制

最高管理責任者に報告し、必要な措置を講じる。内部統制推進責任者は、内部統制推進

管理責任者に報告し、必要な措置を講じる。 

・ 職員は、内部統制上の問題を発見したときは、内部統制推進責任者に報告しなければ

ならない。 

・ 内部統制システムの是正又は改善の措置その他内部統制システムに関する重要事項を

審議する内部統制委員会を置き、役員会をもって充てる。 

・ 内部統制システムの有効性を監視するため、日常的モニタリング（役職員による所掌

する業務に関して実施する自己点検及び相互牽制）、独立的評価がある。独立評価につい

ては、監事監査規則に基づく監事による業務監査及び会計監査、北九州市が選任した会

計監査人による監査、内部監査規程に基づく監査室による業務監査及び会計監査を実施

し、監査終了後は、監査報告書を作成し、理事長に報告を行った。 
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  〔経営審議会〕  

氏  名 現  職 

津田 純嗣 理事長（株式会社安川電機 特別顧問） 

柳井 雅人 副理事長（学長） 

白川 敬 理事（北九州商工会議所 副会頭） 

古川 義彦 理事（ひびき灘開発株式会社 代表取締役社長） 

漆原 朗子 理事（副学長） 

上江洲 一也 理事（副学長） 

中本 成美 理事（事務局長） 

中野 敬一 監事(弁護士) 

福田 義德 監事(公認会計士) 

井上 龍子 八幡駅前開発株式会社 代表取締役社長 

瓜生 道明 九州電力株式会社 代表取締役会長 

甲木 正子 株式会社西日本新聞社 執行役員北九州本社代表 

久保 公人 学校法人尚美学園 理事長 

小林 浩 リクルート進学総研 所長 

藤田 光博 株式会社北九州銀行 特別顧問 

松永 守央 公益財団法人北九州産業学術推進機構 理事長 

 

〔教育研究審議会〕  

氏  名 現  職 

柳井 雅人 学長 

漆原 朗子 副学長・国際教育交流センター長 

上江洲 一也 副学長 

内田 晃 副学長・地域戦略研究所長・地域貢献室長・キャリアセンター長 

後藤 宇生 副学長・広報センター長 

中本 成美 事務局長 

武井 満幹 外国語学部長 

田村 大樹 経済学部長 

児玉 弥生  文学部長 

中村 英樹 法学部長、法学研究科長 

西田 心平 地域創生学群長・地域共生教育センター長 

中武 繁寿 国際環境工学部長・国際環境工学研究科長 

田島 司 社会システム研究科長 

松永 裕己 マネジメント研究科長 

寺田 由美 学生部長 

狭間 直樹 教務部長 

廣渡 栄寿 基盤教育センター長 

篠崎 香織 入試センター長 

浅羽 修丈 情報総合センター長 

井上 浩一 環境技術研究所長 

二宮 正人 図書館長 ※教育研究審議会規則第 8 条の規定により出席する委員以外の者 
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11 役員等の状況  

（１） 役員の役職、氏名、任期及び経歴 

       ※ 任期：定款第 14条 

役 職 氏 名 任 期 経歴 

理事長 津田 純嗣 
2017年 4月 1日 

～2025年 3月 31日 

2013 年 株式会社安川電機 

     代表取締役会長兼社長 

2016 年 株式会社安川電機代表取締役会長 

2022 年 株式会社安川電機特別顧問 

副理事長 柳井 雅人 
2023年 4月 1日 

～2027年 3月 31日 

2013 年 北九州市立大学経済学部長 

2015 年 北九州市立大学副学長 

2023 年 北九州市立大学学長 

理事 

（非常勤） 
白川 敬 

2020年 4月 1日 

～2025年 3月 31日 

2017年 TOTO株式会社取締役常務執行役員 

2020 年 TOTO 株式会社代表取締役 

     副社長執行役員 

2020 年 北九州商工会議所副会頭 

理事 

（非常勤） 
古川 義彦 

2021年 4月 1日 

～2025年 3月 31日 

2016 年 北九州市病院局長 

2019 年 北九州市総務局職員研修所長 

2020 年 ひびき灘開発株式会社 

     代表取締役社長 

理事 漆原 朗子 
2023年 4月 1日 

～2027年 3月 31日 

2013 年 北九州市立大学副学長 

     キャリアセンター長兼務 

2015 年 北九州市立大学副学長 

     国際教育交流センター長兼務 

2023 年 北九州市立大学副学長 

     国際教育交流センター長兼務 

理事 上江洲 一也 
2023年 4月 1日 

～2027年 3月 31日 

2019 年 北九州市立大学国際環境工学部長 

     同大学院研究科長兼務 

2023 年 北九州市立大学副学長 

理事 中本 成美 
2021年 4月 1日 

～2025年 3月 31日 

2016 年 北九州市企画調整局政策部長 

2018 年 北九州市小倉南区長 

2021 年 北九州市立大学事務局長 

監事 

（非常勤） 
中野 敬一 

2017年 4月 1日 

～2026事業年度の 

財務諸表承認日 

2005 年 北九州市情報公開審査会会長  

2011 年 福岡県弁護士会北九州部会副部会長 

2022 年 福岡県弁護士会北九州部会部会長 

監事 

（非常勤） 
福田 義德 

2017年 4月 1日 

～2026事業年度の 

財務諸表承認日 

1982 年 監査法人第一監査事務所 

    （現 EY 新日本有限責任監査法人） 

2006 年 福田義德公認会計士事務所所長 

 

（２） 会計監査人の氏名または名称及び報酬 

     会計監査人はＥＹ新日本有限責任監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と

同一のネットワークに属する者に対する、当事業年度の監査証明業務に基づく報酬の額

は 10.4百万円（消費税等を除く）である。非監査業務に基づく報酬はない。  
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Ⅲ 財務諸表の概要  

 

１ 理事長による財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の分析 

（１） 貸借対照表 （財務諸表参照）  

（単位：百万円） 

資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 

 有形固定資産 

  土地 

  建物 

  構築物 

 機械装置 

 工具器具備品 

 車両運搬具 

 図書 

 美術品・収蔵品 

 無形固定資産 

  特許権 

  ソフトウエア 

  特許権仮勘定 

  その他の無形固定資産 

流動資産 

  現金及び預金 

  未収学生納付金収入 

  その他未収入金 

  前払費用 

  仮払金 

 

16,205 

15,980 

6,127 

6,707 

38 

0 

445 

0 

2,653 

8 

224 

13 

175 

35 

0 

1,624 

1,386 

82 

151 

0 

3 

固定負債 

 長期繰延補助金等 

 長期寄附金債務 

 長期リース債務 

 資産除去債務 

流動負債 

 寄附金債務 

 未払金等 

 前受金等 

 預り金等 

 

345 

38 

65 

228 

12 

1,425 

188 

1,048 

56 

133 

 

 

負債合計 1,771 

純資産の部 金額 

資本金 

 地方公共団体出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

18,300 

18,300 

▲5,890 

3,649 

純資産合計 16,058 

資産合計 17,829 負債・純資産合計 17,829 

  （注） 金額は百万円未満を切捨てているため、合計金額と一致しないことがある（以下同じ）。 
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（２）損益計算書 （財務諸表参照）  

（単位：百万円）      

 金額 

経常費用（Ａ） 7,999 

 業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  教育研究支援経費 

  受託研究費 

  共同研究費 

  受託事業費 

  人件費 

 一般管理費 

 財務費用 

 雑損 

6,913 

1,022 

526 

220 

183 

124 

73 

4,762 

1,084 

0 

0 

経常収益（Ｂ） 7,843 

 運営費交付金収益 

 授業料収益 

 入学金収益 

 検定料収益 

 受託研究収益 

共同研究収益 

 受託事業等収益 

 寄附金収益 

 施設費収益 

補助金等収益 

 財務収益 

 雑益 

2,597 

3,495 

661 

107 

205 

144 

83 

95 

217 

114 

0 

120 

臨時損失（Ｃ） 0 

臨時収益（Ｄ） - 

目的積立金取崩額（Ｅ） 237 

当期総利益（Ｂ-Ａ-Ｃ+Ｄ+Ｅ） 81 
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（３）純資産変動計算書 （財務諸表参照） 

（単位：百万円）      

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 純資産合計 

当期期首残高 18,300 ▲5,826 3,805 16,279 

資本剰余金の当期変動額 

（固定資産の取得） 
- 358 - 358 

資本剰余金の当期変動額 

（減価償却） 
- ▲423 - ▲423 

当期純利益 - - ▲156 ▲156 

当期末残高 18,300 ▲5,890 3,649 16,058 

 

（４）キャッシュ・フロー計算書 （財務諸表参照） 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 

 Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー（Ａ） ▲242 

 Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー（Ｂ） 294 

 Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー（Ｃ） ▲93 

 Ⅳ 資金増減額（Ｄ=Ａ+Ｂ+Ｃ） ▲41 

 Ⅴ 資金期首残高（Ｅ） 1,408 

 Ⅵ 資金期末残高（Ｄ+Ｅ） 1,366 

 

  財務諸表に記載された事項の概要  

   ① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

    ア．貸借対照表関係 

（資産合計） 

     2024年度末現在の資産合計は前年度比 11百万円（0.1％）増の 17,829百万円。 

主な増加要因としては、ソフトウエアや特許権仮勘定の取得により無形固定資産が 1百

万円（0.8％）増の 224百万円になったこと等が挙げられる。 

（負債合計） 

     2024年度末現在の負債合計は前年度比 232 百万円（15.1％）増の 1,771 百万円。 

主な増加要因としては、未払金の増加により流動負債が 205 百万円（16.9％）増の 1,425

百万円になったこと等が挙げられる。 

（純資産合計） 

     2024年度末現在の純資産合計は前年度比 220百万円（1.4％）減の 16,058 百万円。 

主な減少要因としては、積立金の減少等により利益剰余金が 156 百万円（4.1％）減の

3,649百万円になったことが挙げられる。 

 

イ．損益計算書関係 

（経常費用） 

     経常費用は前年度比 449 百万円（5.9％）増の 7,999百万円。 
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主な増加要因としては、一般管理費が 219 百万円（25.4％）増の 1,084 百万円になった

こと等が挙げられる。 

（経常収益） 

     経常収益は前年度比 441 百万円（6.0％）増の 7,843百万円。 

主な増加要因としては、施設費収益が 116 百万円（115.7％）増の 217百万円になったこ

とや、寄附金収益が 45百万円（89.7%）増の 95百万円になったこと等が挙げられる。 

（当期総利益） 

     上記を計上した結果、当期総利益は前年度比 3,490 百万円（97.7%）の減の 81 百万円。

これは、会計基準の改訂に伴い、昨年度に前事業年度まで計上していた資産見返負債を臨

時利益へ振り替えたことによるものである。 

 

ウ．キャッシュ・フロー計算書関係  

      業務活動によるキャッシュ・フローは前年度比 90百万円（59.1％）減の△242百万円。 

主な減少要因としては、その他の業務支出が 230 百万円（9.7％）減の△2,598 百万円

になったこと等が挙げられる。 

     投資活動によるキャッシュ・フローは前年度比 219 百万円（293.2%）増の 294 百万円。 

主な増加要因としては、施設費による収入が 129百万円（33.2％）増の 517 百万円にな

ったこと等が挙げられる。 

財務活動によるキャッシュ・フローは前年度比 14 百万円（13.4％）増の△93百万円。 

 主な増加要因としては、ファイナンス・リース債務の返済による支出が 15百万円（14.0％）

増の△92百万円になったことが挙げられる。 

 

主要財務データの経年表  

（単位：百万円） 

区分 2020 年度 2021 年度 2022 年度 2023 年度 2024 年度 

資産合計 18,746 18,570 18,178 17,818 17,829 

負債合計 4,894 4,947 4,996 1,538 1,771 

純資産合計 13,851 13,623 13,182 16,279 16,058 

経常費用 7,160 7,399 7,543 7,549 7,999 

経常収益 7,193 7,426 7,366 7,402 7,843 

当期総利益 241 249 100 3,572 81 

業務活動によるキャッシュ・フロー 341 389 ▲82 ▲152 ▲243 

投資活動によるキャッシュ・フロー 27 ▲155 32 74 294 

財務活動によるキャッシュ・フロー ▲101 ▲104 ▲105 ▲107 ▲93 

資金期末残高 1,619 1,748 1,593 1,408 1,366 

 

 ② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

   業務内容が単一であるため、セグメント区分を行っていない。 
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２ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等  

当期総利益 81 百万円のうち、54 百万円を、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研

究の質の向上、組織運営及び施設設備の改善に充てるため、目的積立金として申請している。 

2024年度については、教育研究の質の向上、組織運営及び施設設備の改善に充てるため、237

百万円を使用した。 

 

３ 重要な施設等の整備等の状況 

   ① 当事業年度中に完了した主要施設等 

   （北方）  A101 教室 LED 化工事、4 号館空調設備等更新、体育館冷暖房新設工事、 

本館中央監視システム更新工事、本館外壁等改修工事、武道館外壁等改修工事 

   （ひびきの）S棟屋外排気ダクト改修、スクラバー更新（排ガス洗浄装置） 

   ② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

    該当なし 

   ③ 当事業年度に処分した主要施設等 

    該当なし 

 

４ 予算と決算の対比  

（単位：百万円） 

区分 予算 決算 差額理由 

 収入 

  運営費交付金 

  自己収入 

  産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

  補助金等収入 

  大学・高専成長分野転換支援基金助成金 

  施設整備補助金 

  目的積立金取崩 

計 

 

2,621 

3,959 

894 

115 

13 

518 

268 

8,388 

 

2,598 

3,917 

691 

83 

40 

518 

238 

8,086 

決算報告書参照 

 支出 

  業務費 

  産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

  補助金等事業費 

  施設・設備整備費 

計 

 

6,908 

832 

115 

533 

8,388 

 

6,796 

467 

171 

568 

7,903 

決算報告書参照 

（注）金額は百万円未満を四捨五入している。 
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Ⅳ 事業に関する説明  

１ 財源の状況 （財源構造の概略等）  

   経常収益は 7,843百万円で、その内訳は、運営費交付金収益 2,597百万円（33.1％）、授業 

料収益 3,495 百万円（44.6％）、入学金収益 661百万円（8.4％）、受託研究収益 205 百万円 

（2.6％）、共同研究収益 144百万円（1.8％）、施設費収益 217百万円（2.8％）、その他 520 

百万円（6.6%）となっている。           ※（ ）書は、経常収益に占める割合 

 

２ 業務の実施及び成果  

 

Ⅰ 教育 

１ 学修者本位の教育の推進 

① 教育アセスメントの実施 

・ 本学のアセスメントプランに基づき、教学に関するデータを収集・整理し、教育活

動や学生の学修成果等に関する自己点検・評価を実施した。 

・令和 8（2026）年度の大学院のカリキュラム再編に向けて、カリキュラム再編方針を

策定のうえ、社会システム研究科及び法学研究科においてカリキュラム再編作業を行

った。 

 

２ 地域や社会の未来を担う人材の育成 

① （仮）数理・データサイエンス・AI教育プログラム 

・ 基盤教育科目「社会を動かすデータ活用」及び「社会で活きる AI 技術」について、

文部科学省の数理・データサイエンス・AI教育プログラム認定制度（応用基礎レベル）

に申請し、認定を受けた。 

 ※ データサイエンス科目（必修除く）の履修登録者数 延べ 753 人 

・ 「データサイエンス・AI教育プログラム」の開設に向けて、ワーキンググループに

おいて協議、検討を行い、プログラム構成をとりまとめ、学生支援のための施設整備

を行った。 

・ 北九州市立大学データサイエンス教育センター規程を制定し、教育プログラムの実

施運営体制を整えた。 

 

② （仮）次世代チャレンジプログラム 

・ 「アントレプレナーシップ教育プログラム（（仮）次世代チャレンジプログラム）」

の開設に向けて、検討会議等において協議、検討を行い、プログラム構成をとりまと

め、手引書の素案を作成した。 

・ 北九州市立大学アントレプレナーシップ教育プログラム運営会議要綱を制定し、本

プログラムの実施運営体制を整えた。 

・ 「（仮）学生チャレンジ研究推進費」について、学外の資金活用を検討した結果、北

九州市立大学同窓会と連携し、同会の応援プロジェクト「夢に向かって～チャレンジ

GOGO！」の令和 7（2025）年度以降の募集枠に“アントレプレナーシップ枠”を整備

し、本プログラムで活用できる環境を構築した。 
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③ 博士課程等学生研究者の育成 

・ JST（科学技術振興機構）の「次世代研究者挑戦的研究プログラム」を活用し、北九

州地域の企業や団体と連携して、博士後期課程の学生の育成を推進した。令和 6（2024）

年度は 8人の学生の研究費と生活費を支援した。 

 ※ 第 4期中期目標期間初年度から起算して合計 12 人を支援 

 

④ 大学院の定員管理 

・ 令和 7（2025）年度入学者選抜における大学院の定員充足状況は下記のとおりであ

る。 

＜大学院の定員充足率（小数点第2位以下四捨五入）＞    

*令和7（2025）年度は10月入学生を除く 

研究科 項目 
2024年度 
入学者選抜 

2025年度 
入学者選抜 

法学研究科 入学定員 6人 6人 
 志願者 3人 3人 
 入学者 1人 1人 
 充足率 0.17 0.17 
社会システム研究科 入学定員 26人 26人 
（博士前期課程） 志願者 18人 15人 
 入学者 12人 9人 
 充足率 0.46 0.35 
社会システム研究科 入学定員 6人 6人 
(博士後期課程) 志願者 4人 8人 
 入学者 4人 7人 
 充足率 0.67 1.17 
国際環境工学研究科 入学定員 140人 140人 
(博士前期課程) 志願者 176人 183人 
 入学者 160人 165人 
 充足率 1.14 1.18 
国際環境工学研究科 入学定員 22人 22人 
(博士後期課程) 志願者 49人 36人 
 入学者 39人 30人 
 充足率 1.77 1.36 
マネジメント研究科 入学定員 30人 30人 
 志願者 20人 47人 
 入学者 18人 32人 
 充足率 0.60 1.07 
大学院全体の 入学定員 230人 230人 
定員充足率 入学者 234人 244人 
 充足率 1.02 1.06 

・ 令和 5（2023）年度に実施した「北九州市立大学文系大学院に関する調査・分析業務

報告書」を基に、主に他大学院の好事例等を分析した。 

・ 人文社会科学系大学院の今後のあり方を検討する一環として、国家資格の試験科目

免除を念頭に置いた研究指導をしている他大学の大学院への聞き取り調査等を行った。 

 

３ 国際化の推進 

① 留学等による国際化の推進 

・ 海外協定校からの留学生を継続して受け入れるとともに、既存の留学枠の確保及び

さらなる交換留学枠の獲得に向けて協定校や協定候補校と交流し、英語版紹介冊子等

を活用して本学の留学受入プログラム等について情報発信を行った。 
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※ 海外派遣学生数 201人（交換留学：53人、派遣留学：68人、語学研修等：80人） 

※ 交換・派遣留学の受入人数 52人 

 

② グローバルに活躍する人材の育成 

・ 国際教育交流センター専任所員会議及び事前教育部会において KGEP（Kitakyushu 

Global Education Program）見直し案について協議し決定した。 

  ※ KGEP（Challenge Course）の登録者数 92人 

  ※ KGEP（副専攻 Advanced Course）の定員充足率 70％ 

 

４ 学生支援の充実 

① 就職支援の充実 

・ 低学年（1、2 年生）向けのプレ・インターンシップガイダンスの開催や大学独自の

インターンシップ先の新規開拓などにより、学生のインターンシップ参加を促進した。 

・ 就職ガイダンスや就職支援セミナー、合同企業説明会等、各種イベントを開催した。 

※ 低学年向けのプレ・インターンシップガイダンスの開催件数 2回 

※ インターンシップの参加者数 1,407 人 

※ 就職率（就職希望者に占める就職者の割合）99.5％（対前年度比＋0.1 ポイント）

（対全国平均＋1.5 ポイント） 

 

５ 入試制度の見直し及び広報の充実 

① 入試制度の見直し 

・ 志願者動向や入学後の学生の状況等、各種データを踏まえ、令和 8（2026）年度入試

及び令和 9（2027）年度入試の内容を変更し、公表した。 

※ 一般選抜入試の志願倍率 4.5 倍 

 

 ② 積極的な広報活動による適正な志願者の確保 

・ 広報計画を策定し、オープンキャンパスや出張ガイダンス等の広報イベントの実施

や、大学ウェブサイトのコンテンツ拡充、高大接続事業等を進め、広報活動を推進し

た。 

※ 一般選抜入試の志願倍率 4.5 倍 

 

Ⅱ 研究 

６ 地域課題の解決や社会の要請に応える研究の推進 

① 再生可能エネルギー技術等に関する研究の推進 

・ 経済産業省資源エネルギー庁の「令和 6 年度洋上風力発電人材育成事業補助金」の

採択を受けた「産学連携洋上風力発電人材育成コンソーシアム」に参画し、地域にウ

ィンドファーム展開計画をもつ 5大学で連携協力に関する協定書を締結した。 

※ 再生可能エネルギー等に関する研究・プロジェクト等の実施件数 17 件 

 

② カーボンニュートラルに関する研究の推進 

・ カーボンニュートラルに関わる産学官連携活動を充実させるため、「カーボンニュー

トラル達成に貢献する大学等コアリション」への参画を行った。 



- 17 - 

 

・ 北九州市が進める北九州 GX推進コンソーシアムへの参画を行った。 

※ カーボンニュートラルに関する研究・プロジェクト等の実施件数 11 件 

 

③ 地域企業との連携推進 

・ 地域企業との連携を推進するため、市内企業との共同・受託研究や学術コンサルテ

ィング等を実施した。 

  ※ 市内企業との共同・受託研究の実施件数 延べ 27件 

 

７ 研究成果の還元 

① 社会実装に向けた研究の推進 

・ 本学の研究シーズを企業等に発信するため、全国規模の展示会への出展及び科学技

術振興機構（JST）開催の新技術説明会での発表を行った。 

※ 理工系研究者と文系研究者による共同研究の実施件数 7件 

 

   ８ 優れた研究等への支援 

① 科学研究費の獲得等優れた研究への支援 

・ 科学研究費の採択率を向上させるため、「科研費獲得向上プロジェクト」を実施し、

研修会や申請書の添削指導等、研究支援を行った。 

※ 若手教員（40 歳未満）の科研費獲得件数 35件 

 

Ⅲ 地域（社会）貢献 

９ シンクタンク機能の強化 

① シンクタンク機能の充実（地域戦略研究所等の見直し） 

・ 行政機関をはじめとする各種団体から、地域が抱える諸課題等をテーマとした調査

研究事業を受託し、学際的・中立的な視点から研究に取り組んだ。 

※ 受託件数 8件 

・ 本学教員が自治体等の審議会や委員会に積極的に参画し、地域との連携を深めた。 

※ 自治体等の委員就任 70件 

 

② 地域共生教育センター（含ひびきのキャンパス）の取組 

・ 地域課題の解決や社会貢献のため、各種研修会や振り返り報告会等を実施し、20を

超えるセンター公認の学生プロジェクトが積極的・主体的に活動できるよう注力した。 

・ ひびきのキャンパス教員が担当教員となる文理融合型プロジェクト（国際開発プロ

ジェクト（Thaksina））を令和 6（2024）年度に設置し、海外の大学との交流事業や企

業と連携しての商品開発を行った。 

※ ＜全学＞学生プロジェクト参加学生数 603人 

※ ＜ひびきのキャンパス＞学生プロジェクト数 1件 

 

10 SDGs未来都市への貢献 

① SDGsへの貢献 

・ 本学が有する教育・研究シーズを活用した市民・企業向けイベントを開催するとと

もに、学内の意識啓発や機運醸成を目的に教職員向けセミナー等を開催した。 
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11 リカレント教育の推進 

① リカレント教育 

・ i-Design コミュニティカレッジにおいて、「学問と人生」「地域創生」「こころの科

学」「多様な世界との対話」「社会人のためのデータサイエンス基礎」の 5 領域を開講

した。 

※ 履修者 46人（定員 60人） 

※ 修了時のアンケート調査 履修者の満足度 94％ 

・ 「学問と人生」領域の令和 7（2025）年度閉講に伴い、領域見直しのためのワーキン

ググループを設置し、履修生アンケートやニーズ調査等を踏まえて議論、検討を行っ

た。その結果、令和 8（2026）年度から新領域「人生の記憶と記録」の開講を決定し

た。 

 

12 地元就職率の向上 

① 地元就職の推進 

・ 学生を対象とした地元就職意向調査や地元企業を対象とした学生の採用に関するア

ンケートを実施した。 

・ 就職情報交換会や企業説明会、ガイダンス、インターンシップ等の様々な取組を実

施した。 

※ 地元就職率 20.0％ 

 

13 大学間の連携の推進 

① 大学間連携の推進 

・ 北九州市及び下関市の 5 大学で構成する大学コンソーシアム関門では、対面による

共同授業を 5科目実施した。（うち 2科目は本学提供科目） 

・ 国際環境工学研究科では、北九州学術研究都市にキャンパスを有する工学系 3 大学

院（本学、九州工業大学、早稲田大学）において、連携（カーロボ AI連携大学院）を

推進し、単位互換を実施した。 

・ 先行事例（やまぐち共創大学コンソーシアム、熊本地域大学ネットワーク機構）を

視察、調査した。 

※ 大学コンソーシアム関門における本学の共同授業の開講数 2科目 

※ 北九州学術研究都市内の大学間連携における単位互換科目数 29 科目 

※ 北九州工業高等専門学校との連携における単位互換科目数 2科目 

 

Ⅳ 管理運営等 

14 業務運営の改善及び効率化 

① ガバナンス体制の確立 

・ 予算・人事・組織編制等において、教育・研究・社会貢献活動を効果的に機能させ

る戦略的な資源配分を行うため、大学執行部調整会議や組織人事委員会、予算方針会

議等を開催した。 

・ 令和 6（2024）年度に実施した経営審議会、役員会に監事を参加させ、業務の執行状

況、意思決定過程を監視し、ガバナンス体制の補強を図った。 
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 ※役員会・経営審議会の監事出席率 100％ 

 

② 大学広報の充実 

・ 交通広告（駅）の掲出や大学公式 SNS(X（旧 Twitter）、Instagram、Facebook)・学

報「青嵐」等による情報発信を実施した。 

・ 受験生や保護者、産業界、行政等のステークホルダーに向けた大学認知度及びプレ

ゼンスの強化を目指し、本学の強みや特徴である「地域」、「環境」、「世界（地球）」に

4つ目のビジョンとして新たに「情報（information）」を加え、「ビジョンブック」を

作成し、配布した。 

※ 大学ウェブサイトトップ画面閲覧件数 1,730,086 件 

・ 創立 80周年記念事業に向けて、「創立 80周年記念事業実行委員会」を発足させ、作

業部会である「寄附金部会」を定期的に開催し、記念事業の企画に着手した。 

 

③ DX等の推進 

・ 改修計画に基づき、既設のネットワークスイッチ（中継通信機器）5 台を高速タイ

プに切り替えた。 

※ ネットワークスイッチの高速タイプへの切り替え数 5台 

（対象 86台中の 25台を切り替え済） 

・ 令和 7（2025）年度に予定している新財務会計システム及び勤怠管理システムの導

入に向け、導入準備（システム選定、説明会等）を行った。 

・ 学生のパソコン必携化に伴う、学生へのサポートを継続して行った。 

 

15 財務内容の改善 

① 財務基盤の確立 

・ 自主財源確保のため、大学施設の使用料や公開講座の講習料等を適正に徴収した。 

 

② 外部資金の獲得 

・ 「科研費獲得向上プロジェクト」を実施し、研修会や申請書の添削指導等、研究支

援を行った。 

・ ひびきのキャンパスでは、リサーチ・アドミニストレーター（URA）による研究支援

に取り組んだ。 

・ 企業からの技術相談に対応する学術コンサルティング制度を構築し、運用を開始し

た。 

※ 外部資金実績：7.1億円 

 

16 自己点検・評価、情報提供等 

① PDCAサイクルによる内部質保証の推進 

・ 教学 IRデータ等を活用して、教員、組織及び全学の各階層において、令和 5（2023）

年度の教育研究を含む諸活動の点検・評価を実施した。 

・公立大学法人北九州市立大学評価委員会の評価結果を各部局にフィードバックし、必

要な改善を促した。 
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   17 危機管理及び法令遵守の徹底 

① 危機管理体制の強化 

・ 危機発生時等に教職員が迅速かつ適切に対応できるよう緊急時の危機管理体制を確

保するとともに、教職員対象に危機管理研修を実施した。（危機管理研修受講者 教

員：239人、職員：251人） 

・ 学生に対し、入学時オリエンテーションにおいて、様々なリスクに対する注意喚起

を行った。特に注意喚起したい内容については、学生生活安全講習会を開催し周知し

た。 

 

② SDの充実 

・ 教職員対象に、情報セキュリティ研修や研究不正防止研修、人権・ハラスメント研

修等の各種研修を実施した。 

・ 「大学職員人材育成基本方針」を策定し、育成方針に基づく職場内研修を実施した。 

※ SD研修の実施件数 5件 

 

18 教員の多様性の向上 

①  教員の多様性の向上 

・ 各学部において年齢構成等に配慮しながら将来計画・人事計画に基づいて欠員補充

申請を行い、若手教員の採用に努めた。 

・ 人生のライフイベントやライフステージに配慮し、子育て支援を促進するため、出

産予定の教職員及びその所属長に対して、育児休暇制度（産後パパ育休含む）に関す

る文書を配布した。 

・ 教職員の子育てと仕事の両立環境を整えるため、国（子ども家庭庁）が実施してい

る「ベビーシッター派遣事業」を活用し、休日の入試業務で託児サービスを実施した。 

※ 40歳未満の教員比率 17.4％ 

※ 女性教員比率 24.9％ 

 

３ 業務運営上の課題・リスク及びその対応策  

「北九州市立大学危機管理基本マニュアル」及び「危機管理個別マニュアル」を策定し対応

している。 

〇 自然災害によるリスクについて 

地震や風水害等の大規模災害が発生した場合、学生及び教職員等の人命を保護するとと 

もに、被害の迅速な把握、軽減及び復旧を図るため、災害発生時の対応手順を定めている。 

〇 情報セキュリティによるリスクについて 

情報セキュリティを脅かす可能性があるインシデントが発生した場合、インシデントを 

迅速に把握し、影響を最小化するため、インシデントへの対応手順を定めている。 

〇 海外危機によるリスクについて 

海外における危機的状況が発生した場合の具体的な対応策を定めている。 

〇 感染症によるリスクについて 

感染症が発生した場合、学内で感染が拡大することを防止するため、感染症発生時に学 

生及び教職員等がとるべき対応手順等を定めている。 

〇 実験事故によるリスクについて 
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事故発生時の処置、実験・実習における安全対策、化学薬品の安全な取扱い、実験系廃 

棄物の処置、高圧ガスの安全な取扱い、機械類の安全な取扱いを定めている。 

 

４ 社会及び環境への配慮等の状況  

   「国連アカデミック・インパクト」「国連大学 SDG大学連携プラットフォーム」への加盟・加

入等、SDGs の達成に貢献している。 

〇 北九州市と連携して「北九州洋上風力キャンプ×SDGs」を開催 

〇 SDGsに関する学内向けセミナーの開催 

  〇 基盤教育科目への SDGs に関する科目の設置 

  〇 特別研究推進費に SDGs 枠を設置し、SDGs 達成に資する研究を支援 

  〇 地域戦略研究所や環境技術研究所において、SDGsに係る取組内容の積極的な情報発信 

 

５ 運営交付金債務及び当期振替額の明細 

（１） 運営交付金債務の増減額の明細  

  （単位：百万円） 

交付年度 期首残高 交付金当期交付額 

当期振替額 

運営費交付金収益 資本剰余金 小計 期末残高 

2024 年度 - 2,597 2,597 - 2,597 - 

 

（２）運営交付金債務の当期振替額の明細  

                                            （単位：百万円） 

区分 金額 内 訳 

期間進行基準

による振替額 

運営費交付金収益 2,000 ①期間進行基準を採用した事業等： 

人件費（退職手当を除く） 

②当該業務に関する損益等 

 ア）損益計算書に計上した費用の額：2,000 

 イ）固定資産の取得額：- 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 運営費交付金債務全額 2,000 百万円を収益化 

資産見返運営費交付金 - 

資本剰余金 - 

計 2,000 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付金収益 597 ①費用進行基準を採用した事業等： 

退職手当・高等教育無償化 

②当該業務に関する損益等 

 ア）損益計算書に計上した費用の額：597 

  ・退職給付費用：239 

  ・高等教育無償化による授業料減免：358 

③運営費交付金収益化額の積算根拠 

 費用進行に伴い支出した運営費交付金債務 

597 百万円を収益化 

資産見返運営費交付金 - 

資本剰余金 - 

計 597 

合計  2,597 合計 
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（３）運営交付金債務残高の明細 

該当はありません。 

 

６ 翌事業年度に係る予算 

（単位：百万円） 

区分 予算額 

 収入 

  運営費交付金 

  自己収入 

  産学連携等研究収入及び寄附金収入等 

  補助金等収入 

  大学・高専成長分野転換支援基金助成金 

  施設整備補助金 

  目的積立金取崩 

計 

 

2,992 

3,927 

917 

115 

14 

381 

118 

8,463 

 支出 

  業務費 

  産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 

  補助金等事業費 

  施設・設備整備費 

計 

 

7,111 

856 

115 

381 

8,463 

（注）金額は百万円未満を四捨五入している。 

 

 


